
概要
毎年、何千もの商業漁船が世界の公海を航行し、イワシや大マグロなどを巻網で漁獲しています。データ
が入手可能な直近の2014年には、国家による管理管轄外の海域で操業する漁船による漁獲高は440万 
トンで76億ドル相当でした。1 この規模での漁業が持続可能であることを確認するため、地域漁業管理機
関(RFMO)は、管轄地域で漁獲およびその他の船舶活動を正確に追跡できなければなりません。 

漁業の監視は難しく、船舶が沿岸から遠く離れた場所で操業している場合は特に難航します。漁業に関 
する完全なデータを収集するため、多くのRFMOでは監視員がすべての巻網船に乗船することを義務付け
ています。ただし、漁獲、混獲、漁業努力、および規制の順守に関するより多くの情報を収集するために、
他の船舶タイプに対しても監視の範囲を広げる必要性があることは管理者、科学者、およびその他の 
利害関係者も認識しています。 

電子監視(EM)は、RFMOによる漁船の捕捉範囲を拡大できる実績のある手法です。EMシステムはすでに
幅広い船舶に搭載されており、高品質で費用対効果の高い監視データを生成できます。適切に設計 
されたEMプログラムを導入し、漁船の漁獲量、漁業活動、廃棄量に関するデータを収集分析することは、 
RFMOで資源状態を測定し、持続可能な漁獲戦略を採用し、より強力な施行ツールを開発するなど、 
管理のための適切な意思決定を行う上で役立ちます。

電子監視：グローバル漁業の主要ツール
政府とRFMOによる公海上の貨物船監視の改善方法について
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電子監視
従来、漁業活動と漁獲量に関して船舶ごとに情報を収集するには、漁業監視員を乗り組ませることが主な方法
でした。ただし、監視範囲を広げる必要が生じた場合、監視員を増やすことは追加の費用や船内スペースが 
必要になることが、漁業者にとっての課題となってきました。 

この場合、電子監視は効率的で費用対効果の高い代替手段となります。通常、漁具センサーとビデオカメラに
接続された集中コンピューターのシステムにより、規制当局が船舶活動をリアルタイムで監視し、記録できるよ
うにしています。また、すべての漁業活動を網羅するEMシステムの設置と運用は、監視員を乗り組ませるよりも
大幅に安上がりになることが実証されています。削減できる費用は漁業の規模と種類によって異なりますが、
ペルーで行われた2018年の調査でEMシステムは監視員が行った場合の半分のコストと見積もられています。2 
アラスカのタラ籠漁船の場合、コストは監視員の場合よりも27～41%削減されると推定されています。3  
デンマークの商業刺網漁船の場合、15%削減されると推定されています。4

図1

電子監視ではテクノロジーを活用して検証可能な漁獲量の情報を 
タイムリーに収集します
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コントロールセンターで電子セン
サーを監視し、データを記録し、
システムの概要を表示します。

ビデオカメラで引網活動を記録
します。

油圧およびドラム回転センサー 
で漁業活動の目安となる漁具の
使用状況を監視します。

ビデオカメラで引網活動を記録
します。

船舶監視システム (VMS)  
ユニットで、船舶のルートを 
追跡し、漁業が行われた時間と
場所を特定します。
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電子監視の利点

標準化して適切に導入した場合、電子監視には以下のメリットが考えられます：

•• コスト削減。特に監視要員への依頼費用が高額になる場合に見込まれます。

•• 雇用の創出。データを分析し、システムを保守する人材を雇用できます。

•• 透明性。船舶所有者または漁業会社が船舶の漁獲量と活動を監視して、合法性を確保できるように
します。

•• コンプライアンス。資源保護および管理措置および国際的責務に準拠する文書作成を支援します。

•• 海上での生活の質(QOL)。限られた空間の船舶で必要な監視乗組員の数を減らすことができます。

•• 天候に左右されない。魚の個体数と生息地の状態に関するデータを広範に収集して、アダプティブ
な管理を実現します。

•• 24時間稼働。EMは労働時間の違いや天候の影響を受けず、乗組員を追加するよりも手間がかかり
ません。

•• スケーラビリティ。初期投資が必要となるものの、いったん最低限の規格が決定されれば、EMは
RFMOによる漁具/船舶の各種タイプに実装できるスケーラブルなオプションになります。

•• データインテグリティ。EMは監視員や導入方法、賄賂、脅迫、強要、または他の形態の人間的なバイ
アスの影響を受けません。

最も重要なのは、電子監視を活用して狭い監視範囲を補完し、管理者が持続可能なポリシーを確実に
遵守できるように支援することです。

海上で25,000日超にわたってEMのパフォーマンスを追跡調査した結果、システムにより航海日誌の記録精度
が向上し、違法、無報告、無規制の漁業が削減され、生物多様性と保護が懸念される混獲種に関するデータ 
収集が増加し、法令遵守を監視する規制当局の能力が増強されることが実証されました。5

このような理由から、このテクノロジーはすでに多くの国で採用されており、今後さらに広がる可能性があります。

電子監視の種類
各種電子監視テクノロジーを組み合わせることで規制当局のニーズを満たし、利用可能なリソースを最大限に
活用できます。船舶ではこのシステムを活用して監視乗組員を補完し、科学的に必要なデータを収集したり 
コンプライアンス状況を監視したりすることができます。6

多くの場合、EMシステムの有効性は船舶で使用される漁具の種類に影響を受けます。延縄漁船での調査は、
定点カメラで引き揚げられた魚のデータを一度に1匹ずつ簡単に記録できるため、たいていの場合有効です。7 
刺網漁船と延縄漁船の両方からデータをサンプリングしたオーストラリアの調査では、「平均すると、EM担当
者が分析した漁獲量と漁業者の航海日誌で報告された漁獲量は、刺網漁船よりも延縄漁船の方が近似している」 
ことが明らかになっています。8 ただし、EMはトロールや巻網を含む様々な漁具で効果的であることが実証されて
います。 
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図2

電子監視によるマネジメントの向上
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EMシステムにはいくつかの制限があります。生物学的データは収集できず、混獲や廃棄を減らすための手順 
など、甲板外で行われている緩和措置の遵守を監視できない場合があります。さらにカメラの電源を入れて、 
レンズがきれいなことを確認するなど、乗組員による基本的なメンテナンスが求められます。ただし、これらの
課題の多くは、慎重なカメラ設置、乗組員へのトレーニング、さらに港湾での耳石や生殖腺などの生物学的 
サンプルを港湾で収集することによって対応可能です。
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電子監視の標準  
EMプログラムを適切に設計して、船舶に搭載されているテクノロジー以上のものを組み込む必要があります。
公海で操業する漁船は複数の管轄区域で漁業を行うため、効果的な電子監視を行うには、標準について合意
がなされていることが求められます。それは、地域監視プログラムで使用されているような標準的なもので、 
収集される情報の正確性と一貫性が保証されるものであるべきです。プログラムを効果的かつ効率的にするた 
めRFMOは標準を策定することで、監視員がいるときと同様の正確性や一貫性をもってデータを収集し、情報
が一律に共有、レビュー、監査されるようにする必要があります。

まとめ 
電子監視テクノロジーの進歩により、漁業管理を改善し、透明性を高めて説明責任を向上させる点で、規制当
局、漁業者、およびサプライチェーンの他の業者にとって役立つ多くの可能性が広がっています。ただし、効果
的な電子監視プログラムを導入するつもりなら、RFMOはかなりの労力をかける必要があります。 

公海上の監視を改善し、透明性を高めるため、PewではRFMOに対して以下のことを提言しています：  

•• 電子監視を導入するための標準、仕様、手順を採用し、適切なインフラに投資して、既存の報告および監
視プログラムとすり合わせること。 

•• 電子監視で監視乗組員プログラムを補完し、船舶活動の100%の監視を求めること。 

トロール船底部の前方索具に取り付けられた固定レンズカメラ。

EDF/Leslie Von Pless
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図3

電子監視プロセス
データは各種チャネルを通じて規制当局に届けられます
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海上

1. コンプライアンスを確保する
ため、規制当局はほぼリアルタ
イムで遠隔から船舶に連絡 
して、カメラのレンズがクリアで
あることを確認したり、セン 
サーを監視して未報告漁業活
動を調べたりできます。

2. 規制当局が人工衛星からの
情報を要求します。

3. 船舶のハードドライブに保存
されるEMデータは、監視担当
者が持ち帰って処理、分析し 
ます。港湾施設によっては、 
データを携帯電話またはWi-Fi
で送信できるかもしれません。

監視担当者

港内
Wi-Fi
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基地局
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3 4

1

港内



7

規制当局 地域監視•
プログラムデータベース

4. EMデータが関係する監視 
プログラムに送信されます。 
国境を越えた漁業では、情報
を適切に広めるためにデータ
共有の取り決めが必要になる
かもしれません。

5.沿岸を拠点とする監視員が 
データを分析し、船舶に乗り組
む場合と同様、電子報告書を 
規制当局に送信します。EM 
データは将来使用するために 
アーカイブされます。

6.報告書の情報は、科学調査 
(資源評価など)、RFMOによる
法令遵守および施行の目的で
使用されます。

2

5 6

沿岸監視•
担当者
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The Pew Charitable Trustsは知識の力で今日における最も困難な課題の解決を目指します。Pewは緻密な分析手法を 
もとに、公共政策の改善、社会一般への情報提供、市民社会の活性化に取り組んでいます。
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